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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人（以下「取締役等」という）の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制
イ．取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合し、企業倫理を重んじ、かつ、社会的責任を

果たすため「リスク・コンプライアンス管理規程」を取締役等に周知徹底させる。
ロ．コンプライアンス担当責任者は取締役管理部長とし、コンプライアンス担当部門を管理部

とする。管理部は、取締役等にコンプライアンスに関する研修等を実施することにより、コ
ンプライアンスに関する知識を高め、これを尊重する意識を醸成する。

ハ．「取締役会規程」及び「会議体規程」に基づき、会議体において各取締役及び各部門長の
職務の執行状況について報告がなされる体制を整備する。

ニ．組織、職制、指揮命令系統及び業務分掌等を定めた「職務分掌規程」、及び各職位の責任
体制の運用に関する基本的事項を定めた「職務権限規程」に基づき、これらの規程に従い職
務の執行がなされる体制を整備し、経営環境の変化に対応する。

ホ．｢リスク・コンプライアンスホットライン｣及び｢サービスに関するお問合せ窓口｣を設置し、
広く社内外からの情報の入手及びその活用を図る体制を整備する。リスク・コンプライアン
スホットラインの運用は、「リスク・コンプライアンス管理規程」に従い、取締役等が社内
での法令違反行為等についての相談又は通報を行いやすい体制を構築するとともに、相談
者・通報者に対して不利益な取扱いは行わないこととする。

ヘ．内部監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備し、高い専門性及び倫理観
を有する内部監査人による監査を実施する。

②　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．「取締役会規程」に基づき、月１回の定例取締役会並びに随時行う臨時取締役会において

重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況についての情報を共有する。
ロ．迅速かつ効率的な業務執行を行うため、部門会議等を開催し、その検討結果を経て取締役

会で決議することとする。
ハ．予算制度に基づき、月次業績をタイムリーに把握し、必要に応じ対応策を検討・実施する。
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③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行状況の報告は、取締役会議事録等の文書（関連資料及び電子媒体等に記録
されたものを含む以下「文書」という）に保存され、その情報の管理については、「文書管理
規程」及び「情報セキュリティ管理規程」の定めるところによる。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理担当責任者は取締役管理部長とし、リスク管理の統括部門は管理部とする。リス
ク管理担当責任者並びに管理部は、「リスク・コンプライアンス管理規程」に基づき、事業全
体のリスクを網羅的に把握・管理する体制（以下「リスク管理体制」という）の構築を行い、
これを運用するリスク管理体制は、社会環境の変化に対応する。

⑤　財務報告の信頼性を確保するための体制
イ．社長は、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備を経営上の最重要項

目の一つと位置づけ、財務報告の信頼性確保を推進する。
ロ．財務報告における虚偽記載リスクを低減し、未然に防ぐよう管理することで、内部統制が

有効に機能する体制構築を図る。
ハ．財務報告の信頼性を確保するために、内部監査人により、業務プロセスのリスク評価を継

続的に実施するとともに、評価結果を社長に報告する。
ニ．必要に応じて金融商品取引法等の関連法令との適合性を考慮したうえ、諸規程の整備及び

運営を行う。
⑥　監査役監査の実効性を確保するための体制

イ．監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合は、適切な人員を選定するこ
とができる。

ロ．当該使用人に対する指示の実効性と取締役からの独立性を確保するために、当該使用人の
任命、異動、評価、懲戒は、監査役会の同意を要するものとする。

ハ．取締役等は、法定事項の他以下の事項を監査役に報告する。
　a 当社の経営・業績に影響を及ぼす重要な事項
　b 当社の内部監査部門の活動概要
　c 当社の内部統制に関する活動概要
　d リスク・コンプライアンスホットラインの運用・通報の状況
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ニ．会社は、監査役へ報告した者に、当該報告をしたことを理由として人事上の不利な取扱い
をしてはならない。

ホ．監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他の
重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べる。

ヘ．監査役の職務の執行について生ずる弁護士、公認会計士等に対する費用の前払又は償還の
手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理は、監査役の職務に必要で
ないと認められる場合を除き、会社がこれを負担する。

ト．監査役会は、代表取締役、会計監査人、内部監査人と定期的な会議等をもち、また監査役
と内部監査人・会計監査人との十分な連携を図ることにより、監査が実効的に行われるため
の体制を整備する。

チ．監査役会は稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ取締役等に対
し、その説明を求めることができる。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
　当社は、前記の内部統制システムの整備を行い、その運用に努めてまいりました。当社の取締
役会は取締役３名（うち、社外取締役１名）で構成されております。当社は、取締役会規程に基
づき、原則として月１回、これに加え必要に応じて臨時に取締役会を開催しており、その取締役
会では、業務執行状況の報告が適切に行われ、重要事項の審議と決議を行っております。議場に
おいて社外取締役は、独立した立場から決議に加わり、経営の監視・監督を行っております。ま
た各監査役においても、監査役会規程に基づき、原則として月１回、これに加え必要に応じて臨
時に監査役会を開催するとともに、取締役会への出席や代表取締役社長との定期的な情報交換、
会計監査人・内部監査室との定期的なミーティングによる連携を行っております。
　また、コンプライアンス経営の徹底のため、当社の従業員に対し、定期的にインサイダー研修
や宅建業法、その他関連法律について研修を実施しております。
　これらの上で、上記や各規程の運用状況について、内部監査室による評価を行い、適切な運用
が保持できるよう努めております。
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株主資本等変動計算書

( 2019年 3 月 1 日から
2020年 2 月29日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金

合計 利益準備金
その他利
益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 170,608 150,608 178,720 329,328 35 983,263 983,298 △173 1,483,061

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 13,222 13,222 13,222
自己株式の取
得 △33 △33
株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

当期変動額合計 － － － － － 13,222 13,222 △33 13,189
当 期 末 残 高 170,608 150,608 178,720 329,328 35 996,485 996,520 △207 1,496,251

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 344 344 1,483,406

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 13,222
自己株式の取
得 △33

株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

56 56 56

当期変動額合計 56 56 13,246

当 期 末 残 高 401 401 1,496,652

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産　…個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、賃貸中の販売用不動産については固定資産に準じて減価償却を行っております。

仕　 掛 　品　…個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯　 蔵　 品　…最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

…定率法によっております。但し、建物並びに2016年４月１日以後に取得の建物附属
設備及び構築物については定額法によっております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
…定額法によっております。なお自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）によっております。
⑶　リース資産

…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を
耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑷　長期前払費用
…定額法によっております。

３．繰延資産の処理方法
　社債発行費　　…支出時に全額費用処理しております。
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４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

⑶　株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌期において発生すると見込まれる額を計上しており
ます。

５．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。
⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

⑶　ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的で借入金の一部については金利スワップ取引を行っておりま
す。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

　なお、控除対象外消費税等は固定資産等に係るものは投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し（５
年償却）、それ以外は発生年度の期間費用としております。
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Ⅱ　会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

Ⅲ　表示方法の変更に関する注記
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年
度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

損益計算書
　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取保険金」は、金額的重要性が増し
たため、当事業年度より独立掲記しております。
　また、前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取手数料」は、金額的重要性
が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

Ⅳ　貸借対照表に関する注記
　担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産
定期預金 100,000千円
販売用不動産 2,789,035千円
建物 1,024,794千円

計 3,913,830千円
⑵　担保に係る債務

短期借入金 217,200千円
１年内返済予定の長期借入金 297,746千円
長期借入金 3,039,290千円

計 3,554,236千円

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記
１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 951,000株
２．当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 67株
３．当事業年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 1,500株
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Ⅵ　金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社は主に不動産販売事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して
おります。一時的な余資は、安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリス
クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価を把握してお
ります。
　借入金及び社債は、主に販売用不動産の取得及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり
ます。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部につい
ては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ
取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特
例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年２月29日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 2,161,939 2,161,939 －

⑵　投資有価証券 1,470 1,470 －

資産計 2,163,409 2,163,409 －

⑴　短期借入金 299,288 299,288 －

⑵　社債（※１） 723,500 723,188 △311

⑶　長期借入金（※２） 3,812,300 3,812,337 37

負債計 4,835,088 4,834,814 △273

デリバティブ取引 － － －

　（※１）　社債には、１年内償還予定の社債を含めております。
　（※２）　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

⑵　投資有価証券
　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

負　債
⑴　短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

⑵　社債　⑶　長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入又は社債の発行を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。ただし、変動金利による長
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期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価
額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処
理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

Ⅶ　税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 5,097千円
未収入金 5,429千円
減損損失 3,786千円
一括償却資産 741千円
資産除去債務 17,015千円
未払事業税 23千円
未払不動産取得税 5,356千円
販売用不動産 28,118千円
その他 17,175千円

繰延税金資産小計 82,744千円
評価性引当額 △19,526千円
繰延税金資産合計 63,218千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △12,678千円
その他有価証券評価差額金 △175千円
その他 △1,029千円

繰延税金負債合計 △13,883千円
繰延税金資産の純額 49,335千円

Ⅷ　関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。
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Ⅸ　１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,573円88銭
⑵　１株当たり当期純利益
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

13円90銭
13円73銭

Ⅹ　重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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